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はじめに
イギリスにおける地方自治制度は、一般に、団体自治的傾向の強い大陸
諸国と見比べ、住民自治的性格を多分に備えるものと説明されてきた。そ
うした伝統は、アングロ・サクソン時代にまでさかのぼるともいわれる
が、直接には、19世紀に形成された近代的地方自治制度にもっともうまく
現れている。その基本枠組みは、地方政府が、首長をもたず、公選された
議員が立法機能だけでなく執行機能をもあわせもつ体制をとりながら、と
きどきの住民ニーズに柔軟に応え多様な公共サービスを直接提供する主体
となり、それにかかる支出については、原則として自ら設定するレイト
（rate：地方税）によってまかなうというものである。こうした枠組みは、
近年大きく変貌を遂げつつあるが、それまでの約100年間はその形をほと
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んど変えることなく維持され、さらにまた、めまぐるしく進む現代の改革
にあっても、常に発想の起点におかれ、最近では新たな「再生」の道を探
る試みすらみられるようになって
(１)
いる。その意味で、この枠組みは今もな
お伝統としての力を失ってはいないように思われる。
さて本稿では、以上のごとき認識をふまえ、あらためて近代的地方自治
制度が形成された過程を辿りながら、その特質たる住民自治的性格を導い
た構造を法的側面から照射していくことにしたい。
まずは、この制度が登場した頃の動きをごく簡単に確認しておこう。
よく知られるとおり、この国の近代的自治制度は、産業革命後の社会変
動に呼応し19世紀の中葉以降に現れた改革諸立法をとおして作り出され
た。その過程は、「行政革命（administrative revolution）」と表現されるこ
ともあり、過去と断絶しながら急激に進んだ印象を受けやすいが、実際に
は、50年以上もの歳月をかけ、連続的かつ漸次的に進行しているので
(２)
ある。その間、後に触れる1835年都市法人法（Municipal Corporation Act
1835(5&6Will.4,c.76））により導入された新しい都市団体が、近代的地
方政府の基本的な型を示す一方で、個々の地方社会には、産業革命後の深
刻な社会矛盾に対応する権限が、それを執行する組織とともにおかれてい
く。そうした対応は体系的に進められたわけではなかったから、19世紀後
半には、無秩序ともいえる制度の混乱が拡がってしまう。しかし、地方社
会は、そうしたなかで、個々の実情に即した政府を作りだそうと動き始め
ていくのである。徐々にその輪郭を浮かび上がらせた地方政府は、むろん
急速にではなかったが、しかし着実に、住民ニーズに応える公的団体へと
成長していったと考えられる。
(１) 今日の改革を、近代的地方自治制度を起点とした変容過程と捉え、その展開を
追うものとして、拙稿「現代イギリス地方自治の歴史的脈絡―近代的地方自治制度
の『解体』と『再生』」『法律時報』第81巻第８号、2009年７月、参照。
(２) その過程につき、とりあえず、拙著『近代イギリス地方自治制度の形成』桜井
書店、2005年参照。
早法85巻３号（2010）116
ところが、こうした地方政府を法的に捉えようとすると、それが存外難
しい。今述べた改革の過程では、数多くの国会制定法をとおして、積極的
に地方政府の創出が図られていくのであるが、そのときの国会は、自らの
意思に基づいて地方の諸活動を制御しようとしたというよりは、むしろ、
地方の自発性や自主性を促しその対応能力を引き出すことで、改革を遂行
していこうとするものであった。しかも、新しい制度が登場したといって
も、それは、長い歴史のなかで複雑に発展した制度を新たに定義し直すこ
とで、その姿を連続的に変化させた結果でしかなかった。そのため、地方
政府それ自身のなかには、法的な視点からみても、伝統的な統治団体とし
ての属性、過去から受け継いだ私的または共同的な自治的団体としての属
性、さらにまた、新たなニーズに呼応する行政団体としての属性が、複雑
に折り重なりあい、ひとつの実体を成しているとみられるのである。
そうであるとすれば、近代的地方自治制度の基本的性格を理解するため
に、まずは様々に絡みあった要素を解きほぐしていく必要がある。いささ
か遠回りにはなるが、ここでは、改革に先立つ時代を一瞥しながら、その
基礎になった制度がどのようなもので、それらがいかなる展開を経てこの
制度へと収斂していったのかを確認していくところからはじめていくこと
にしたい。
第１章 1835年以前における地方の諸制度
１．治安判事による司法的統治
ときに「名誉革命体制」期とも称される18世紀の社会は、前世紀までと
は逆に、地方に対する中央の統制が極小化された点に大きな特徴がある。
星室裁判所（Star Chamber）や一連の大権裁判所（prerogative courts）の
ごとくかつて地方を厳しく監視・統制した組織はすでに廃止されており、
残された中央政府においても、統治に影響力をもつ官職は急速に減少した
ばかりか、その関心も、内政から離れ、むしろ外交に限定されていったの
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である。
地方には、未だ政府と呼びうる制度は存在しなかったが、相対的に自由
度が増したことで、カウンティ（county）を単位に、「地方の自律性
（local autonomy）」が大きく拡がっていく。個々のカウンティでは、大土
地貴族が「生まれながらの支配者（natural rulers）」として絶大な力をも
ち、様々な官職を独占することで権威的な支配を遂行していた。そうした
官職の多くはすでに名誉職となっていたが、そのなかにあって実質的に地
方統治の要ともいえる役割を果たしたのが、治安判事（justice of the
 
peace）である。彼らは、この裁判官職に就き法的正義という外皮をまと
うことで、自らの統治を正統なものとして安定的に維持したと考えられ
る。そして、治安判事による司法的統治が全面化するこの時期の地方の実
態こそ、「司法国
(３)
家制」と名付けられた統治構造、あるいは、「法の支配」
原理を矛盾なく映し出す統治構造の具体的姿といえる。
では、治安判事はいかにして社会を司法的に統治したのか。
いうまでもなく、彼らはまず刑事裁判官として地方社会の治安維持にあ
たる。活動の中心は、カウンティ内の治安判事がすべて集まる四季治安判
事裁判所（court of quarter sessions）であったが、それ以外にも、単独ま
たは複数で裁判を行うことができた。権力的な介入を排し未だ組織的な警
察力を保持しない社会において、これら一連の刑事裁判は、法的正義を実
現するという以上の意味もつ。四季治安判事裁判所にみられた古色蒼然と
した「劇場」的裁判手続きは、人々に法の威厳性や抑圧性を印象づけるの
に役だったし、単独または複数の裁判においてしばしばみられたパターナ
リスティックな温情的法適用は、それだけで人々の従属的態度を引き出す
ことを可能にしたのである。
ただ、地方社会を統治する現実の場面を想起すれば、こうした正式・略
式の裁判だけで統治の正統性が確保されたとはいかにも考えにくい。実
(３) 戒能通厚「司法国家制の歴史的構造―近代イギリス統治構造分析・序―」『社
会科学研究』第24巻第５・６号、1973年３月、参照。
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際、法の具体的執行とのかかわりで、例えば、公道監督官（surveyors of
 
highway）や救貧監督官（overseers of the poor）など教区の官吏の任命や
その活動の監督、教区の救貧税の徴収許可、酒場営業免許の付与、刑務所
や感化院の建設・管理、賃金や価格の統制など、数多くの立法的または行
政的な権限が、純粋に司法的な権限と明確な区別なく行使されていたので
ある。治安判事は、こうした諸々の権限を駆使することで、「カウンティ
の支配者」として君臨したのであり、それがまた、「地方の自律性」を支
える実質的な制度基盤になっていたと考えられるのである。
しかし、だからといって、治安判事による恣意的な統治が全面化したわ
けではない。諸種の決定を行うにあたっては、何よりもまず国会制定法上
の根拠が必要であり、いかなる場合も、その活動は国会の意思に服すべき
とされていたし、治安判事とて裁判官である以上、その決定の是非は上位
裁判所の司法的判断に委ねられるのであり、その点でも、常に統制の対象
となっていたのである。
それにもかかわらず、これらの統制が実際に機能することはまれであっ
た。
国会についていえば、法とは「創造」するものではなく、裁判をとおし
て「発見」するものという観念が依然として支配的であり、未だ活発な立
法活動を展開する段階にはなかった。立法内容をみても、特定の個人や地
方にのみ適用される個別法律（private act）が多数を占め、全国に均一に
適用される一般法律（public act）の数は圧倒的に少なか
(４)
った。個別法律は
適用を受ける当事者の請願と証言により審議・可決されるもので、その手
続きからしても、当事者の意向をそのまま法的に確定するという以上の効
果は期待できなかったのである。
同じことは、裁判所についてもいえる。王座裁判所（Court  of King’s
 
Bench）をはじめとするコモン・ロー裁判所は、諸種の大権令状（prerog-
(４) Lambert, S., Bills and Acts: Legislate Procedure in Eighteenth-Century
 
England,Cambridge University Press,1971.
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ative writ）の発給をとおして、治安判事等の行為を事後的に統制するこ
とができたが、実際にそれがどこまで規制的であったのかは、はなはだ疑
わしい。上位裁判所は、治安判事がその裁量を誠実に行使している限り、
一般に介入することを嫌い、対象が救貧監督官の任命や救貧税の徴収許可
のごとく地方の事情に応じた裁量を必要とする行為であれば、なおさら寛
容であ
(５)
った。しかも、たとえ訴えを起こそうとしても、外部者の立場で治
安判事の決定に関する証拠を集めることは難しく、さらに訴訟費用もかな
りの額にのぼったため、提起それ自体が相当に困難な状況にあったと考え
られるので
(６)
ある。
ともあれ、国会にせよ裁判所にせよ、地方に対しては、あえて介入を回
避したとみることができるが、そうした態度をとる背景に、統治者階級内
部の高い凝集力があったことには注意しておき
(７)
たい。治安判事と国会議員
と裁判官とは、出身階層を同じくし、共通する規範的伝統のもとで同じ教
育を受け、公的生活のなかで同じ文化を共有していたのである。そのた
め、国会や裁判所からすれば、「法曹法（jurist-law）」ともよばれる正式
(５) Holdsworth,W.,A History of English Law, vol. X ,Methen & Co.Ltd.,
1938,pp.251-4.
(６) Barratt,J.,“Public Trusts”,Modern Law Review,vol.69,2006,pp.515-6.
(７) この点につき、戒能氏は次のごとく端的に説明している。「……一八世紀にお
ける『地方の自律性』なる現象が一般化するのは、土地が富の最高の形態を意味す
るに至る地主制優位の構造からの直接の帰結である。敷衍すれば、パーラメントと
治安判事の一体性の故に、中央と地方の対立を一般的に予定して、前者に対する後
者の従属関係を問う余地は失われてくる。イギリスの土地貴族に対し、貴族
（peer）からジェントリさらにスクワィアに至るその系列は、ヒエラルキッシュな
序列を予定するものでなく、その一体性、いいかえれば連合的＝フェデレーティヴ
な作用を営んだものと規定されるべきとされるべき意義も、ここに見出される。か
くて治安判事が、地方における司法・行政・立法にかかわる権限の総体を自己に集
中するにかかわらず、その権限行使は地主層内部の総意としてこれを支持され、グ
ナイストが『地方自治』と呼んだ地方の自律性が担保されていくことになる」（戒
能・前掲論文注３、181-２頁）。なお、この点については、次も参照。Loughlin,
M., Legality and Locality: The Role of Law in Central-Local Government
 
Relations,Clarendon Press,1996,pp.26-28.
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な法を用いて介入しなくとも、相互理解が可能な関係を前提にすれば、社
会全体を十分に安定的に維持していけると判断されていたといえよう。
むろん、その背景に、前近代的な身分的支配構造が大きく伏在していた
ことは明らかであるが、それならば、そうした構造が揺らぎ始め、こうし
た凝集力も弱まっていくとき、国会制定法や判例法といった正式な法は、
逆にその存在意義を高めていくとも考えられる。では、そのとき、ここに
みた司法的統治は、正式な法をとおしていかなる方向へと再編されていく
のか、それこそ、19世紀の改革のなかで確かめられるべきひとつの論点と
いえよう。
２．自治的団体
(1) 都市法人
さて、自律した地方社会において、治安判事が公的な統治の空間におけ
る中心主体であるとすれば、そこから相対的に切り離された私的または共
同的な自治の空間には、生活にかかわる諸事を処理しながら住民に何らか
の役務を提供する団体がいくつか存在していた。ここでは、そうした自治
的団体のうち、都市法人（municipal corporation）と改良委員会（improve-
ment commissioners）をとりあげてみておくことにする。
まず、都市法人である。比較的規模の大きな都市を中心に数多く存在し
た都市法人は、19世紀には近代的地方政府へと直接発展していく団体であ
るが、その歴史は長く、少なくとも改革の段階にいたるまで、統治構造上
の公的組織と認知されることはなか
(８)
った。都市法人が本来有したこの性格
(８) 例えば、ブラックストーン（W.Blackstone）は、統治者と被治者という「公
的関係（Public relations）」に属す「従位的執権者（subordinate magistrates）」
について議論するなかで、都市法人の市長や長老参事会員をそこから除外し、その
理由を、「なぜなら、これら〔の職に就くこと〕は、それぞれの特権都市の内部的
構成に依存する私的な若しくは自治的な諸権利にすぎないものであるからである」
と述べている。Blackstone,W.,Commentaries on the Laws of England 1765-
1769, vol. 1,University of Chicago Press,1979,pp.327-8.
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を理解するため、それまでの経緯を大まかにたどっておくことにしよう。
中世初期において城塞に保護され軍事・商業・政治の中心となっていた
バラ（borough：自治邑）は、12世紀から13世紀にかけて、そこで自生し
つつあったギルドの商業的利益を保護するために、国王の勅許状（royal
 
charter）をとおして、通行税の免除権や市場開設権、さらには、バラ内
の通行税等に対する徴収請負特権（firma burgi）を獲得していく。この請
負特権は、もともと国王の官吏が保持していたもので、バラはそれを手中
にしたことで、国王からの自律性を確保し、実質的な意味で自治都市たる
性格を得ることになった。実際、この頃から、市民自身がバラの長たる市
長（mayor）やそのもとで活動する参事会（common council）を選出する
特権や、バラ財産の管理に関わり団体印（common seal）を用いる特権な
ども付与されていき、少しずつ組織的な整備も進んでいくことになる。
さて、14世紀末になると、集団を一個の人格とみなすカノン法上の「擬
制された人格（persona ficta）」観念が導入され、宗教団体だけでなく、バ
ラや大学などの団体に対しても、それが適用されることになる。もっと
も、すでに組織的一体性を具備していたバラにとって、こうした人格が付
与されたからといってさほど大きな意味をもたず、むしろ、「擬制された
人格」の唯一の創設主体とされた国王の側にこそ、地方への統制権拡大の
機会を獲得するという実質的な意義があったと考えら
(９)
れる。
とはいえ、こうした人格観念が定着するようになると、それまで自然人
だけを認識対象としてきたコモン・ローにおいても、人としての実体がな
く単に名称をもって活動する団体を権利の主体として受容する動きが現れ
てくる。有名な1613年のサットン病院
(10)
事件で、クック（E. Coke）は、「多
(９) 国王の権力の伸張に伴って、法人の設立は厳しく制限されたため、この国では
法人（団体）論が未成熟になったともいわれるが、その一方で、本来法人が果たす
べき機能については、信託が担ったとされている。この点については、Maitland,
F. W.,“Trust and Corporation”(1904)in Fisher,H.A.L,ed.,The Collected
 
Papers of Frederic William Maitland, vol. III, Cambridge University Press,
1975（森泉章監訳『信託と法人』日本評論社、1988年）を参照。
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くの構成員から成る集合法人（corporate aggregate）は不可視で不滅であ
り、それは法の真意と斟酌をもってのみ存在する」と述べ、集合体を法的
擬制により一個の人格として認識できるとしている。そこではさらに進
み、「法人が正当に成立されると、〔勅許状に明示されていない〕他のすべ
ての付随的権能（all other incidents）を暗黙のうちに付帯することになる」
と、勅許状の規定を超えた「付随的権能」を行使できる主体性を認めてい
るが、この点については、時代が下り、18世紀になると、ブラックストー
ンがさらに詳しく説明する。彼は、法人を「普遍的継承を維持し、ある種
の法的不変性を享有しうるような人為的人格」と定義した上で、今述べた
権能を「必然的かつ不可分に付随する」とし、その内容を、①永続的継承
を得ること、②法人の名において民事訴訟を提起しまたは提起され、刑事
訴訟を提起しまたは提起され、〔財産を〕付与しまたは受領し、その他自
然人と同様のあらゆる行為をなすこと、③継承者のために土地を購入し保
有すること、④団体印をもつこと、⑤法人のより良き統治のために条例ま
たは個別法律を作成すること、という５点に整理しているので
(11)
ある。
ここから想起される法人像は、まずは「財産管理団体」であることを前
提としながら、そのための活動を自らの意思にしたがって自由に行いうる
団体であり、その範囲にある限り、自然人とのアナロジーのなかで一個の
人格を認められたといえる。ただ、その場合であっても、法的擬制に基づ
く人格である以上、人としての実在を必要とする行為、例えば不法行為や
犯罪行為については、それを犯すことができず、たとえ構成員の行為であ
っても、その責任を負うことはできないと考えられている。また、自然人
の「良心」に根拠づけられる行為、例えば信託（trust）についても、法人
は「良心」をもつ実体がないため、それ自身が受託者になることはできな
いとされて
(12)
いる。
(10) Sutton’s Hospital Case(1613)10Co.Rep.1a,23a.
(11) Blackstone, Commentaries on the Laws of England 1765-1769, vol. 1
（above n.8),p.463.
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さて、以上のごとき法人理解をふまえ、あらためて18世紀の都市法人に
目を移せば、その法的性格もまた、同様の脈絡のなかで捉えることができ
る。地域区分としての意義をもっていたバラは、法人格付与を契機に、構
成員たる者の限定を前提とした都市法人という、地域とは切り離された地
位をコモン・ロー上獲得する。その地位は、単に、法人財産を自然人と同
じく自由に管理しうる独立した権利主体であることを意味するにとどまっ
たから、実際に誰を構成員とするのか、また法人財産をいかに管理するか
といった問題は、すべて法人内部の私的事実に属す問題として扱われたの
である。18世紀には、自由民（freeman）とよばれる一部の特権的市民が、
市長や参事会などの法人組織を独占しながら、その財産をもっぱら自己の
ために運用し、そこに数々の「腐敗」が繁茂したのであるが、それがたと
え公然化したとしても、法の問題として取り上げられなかったのは、まさ
にこうした理解があったからといえる。「信託に基づいて保有しているわ
けでない財産に対し、法人が有している権利は、個人が私有財産に対して
有する権利とまったく同じもので
(13)
ある」、それは、19世紀初頭の大法官エ
ルドン卿（Lord Eldon）が、法人財産の選挙目的への充当を禁止する法案
に反対した際に述べた言葉であるが、今説明した論理をとおして、都市法
人の財産運用に対する介入がいかに不当であるかを主張していることがわ
かろう。
いうまでもなく、都市法人が地域住民全体の利益を実現する地方政府に
なるためには、こうした法的認識の厚い壁を崩していかなければならな
い。したがって、19世紀の改革に際して、それが主要課題のひとつになる
ことは、十分に認識しておくべきだろう。
(2) 改良委員会
他方、この時期の地方社会には、改良委員会と称する自治的団体も存在
(12) Ibid.,p.464.
(13) Hansard’s Parliamentary Debates,New Series,vol.XIX,1747,(1828.7.17).
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していた。この委員会は、18世紀の都市部に拡がったものであるが、基礎
とされた制度は、やはり中世にまでさかのぼる。その起源は、国王が嘱任
状（commission）の発給をとおして選任する委員会（commissioners）であ
り、通常の統治機構では対処できない個別的または一時的な要請に応える
ことを目的として
(14)
いた。その点で、この委員会は、都市法人とは異なり、
本来的にはコモン・ロー上の正式な統治機関であったといえる。ただ、14
世紀から15世紀になると、地方の請願に基づいて制定される個別法律をと
おして設置されるようになり、そのなかで委員会自身も、地方の事情に呼
応するだけの内実を備えた地域団体へと変質していく。海岸や堤防の監
督、河川や堀割の清掃等の権限を付与された下水委員会（commissioners
 
of sewers）や馬車通行の増大により補修費用のかさむ道路につき通行料の
徴収権限を付与されたターンパイク・トラスト（turnpike trusts）は、ま
さにこの流れのなかで現れてきた。そして、改良委員会もまた、18世紀後
半以降の都市部を中心に、急速に悪化しつつあった生活環境の整備を目的
に登場してくる。その数は、19世紀初頭で300にも達し、そのうち100がロ
ンドンにおかれていたというから、産業革命の進行にあわせて、この委員
会のニーズも相当に高まってきたことがわかる。
改良委員会の構成や権限は地方により少しずつ異なってはいたが、おお
まかにいえば、次のごとき特徴を共有していたと考えら
(15)
れる。まず構成に
ついては、都市法人がおかれた都市であれば、その市長や長老参事会員
（alderman）等が職権上の委員として加わるが、主要には、有力な住民の
間での互選や財産資格を付した選挙により選ばれた者が委員となり、19世
紀に入ると、選挙の要素を高めるところが増えていく。また、多くの改良
(14) 例えば、黒死病発生後の日雇労働者賃金の上昇や農奴の逃亡に対処するために
任ぜられた労働者判事（justice of labours）や、特定の橋梁や道路、河川、下水等
の調査のために任ぜられた委員が、それにあたる。Cf.Holdsworth,A History of
 
English Law, vol. X,(above n.5),pp.195-6.
(15) Ibid.,pp.214-220.
イギリスにおける近代的地方政府の法的構造に関する覚書（岡田) 125
委員会は、活動のための基金を自ら調達するために、借入権限やレイトの
課税権限を付与されており、いずれも上限額が設定されていたとはいえ、
自治財政権を有していたといえる。実際に行う活動は様々であったが、一
般的に、道路の舗装や改良、街路照明、夜警、道路等の清掃、ニューサン
スや妨害物の除去、煙害防止のための工場規制、下水や排水の敷設・修繕
などを含むことが多く、社会生活に直接関わる環境の整備が中心であった
ことがわかる。
たしかに、活動内容やその規模は限られた範囲にとどまってはいたが、
それでも、地域住民自身がこうした作業に直接関わるその姿に対し、概ね
評価は高い。例えば、1835年都市法人法を設立する際に全国調査を行った
王立委員会は、「都市の良き統治に付随する権限を行使するために、都市
法人に依存しないことが慣例となっている。国会の個別法律により付与さ
れた様々な目的のための権限は、しばしば都市法人官吏に対してではな
く、彼らとは区別された受託者集団に付与されて
(16)
きた」と報告し、「都市
の良き統治」のために「受託者集団」たる改良委員会が果たす役割の大き
さを認めている。
ここで注意しておきたいのは、「受託者集団」という呼称が示すように、
個別法律によりこの委員会が設置される際には、通例、レイト等調達され
た基金をもとに住民を受託者とする信託が設定されると理解された点であ
る。メイトランド（E.W.Maitland）は、「グナイストがその名称で記した
『自己統治（self-government）』の一定の要素が、〔イングランドの〕奇妙
な体系のなかに常に存在していたとすれば、それは……大部分『信託』の
作用に帰
(17)
する」と、地方の「自己統治」を信託というエクイティ上の法制
(16) First Report of the Commissioners Appointed to Inquire into the Municipal
 
Corporations of England and Wales,1835, in Irish University Press Series of
 
Parliamentary Papers: Government Municipal Corporation 2,1969,p.17,para.
14.
(17) Maitland,“Trust and Corporation”(above n.9),p.397.
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度が実質的に支えていたことを示唆し、さらに付け加えて、改革前の地方
には、それが「公共的性格を有する信託（trusts of a public
(18)
nature）」にま
で発展したと記している。それはこの委員会の活動を念頭に述べられた言
葉と理解できるだけに、ウェッブ夫妻（S.& B.Webb）にならい、改良委
員会を近代的地方政府の「祖先（
(19)
progenitors）」と捉える立場に立とうと
すれば、次の時代に継承される本質部分には、「受託者集団」たる性格に
由来する要素が少なからず含まれていることは留意しておくべきだろう。
以上、改革前の地方社会にみられる諸制度を概観してきた。19世紀に入
ると、都市法人を中心にしながら、しかし同時に、他にみた制度の諸要素
も吸収しつつ、漸次新しい地方政府が作り出されていくことになる。次章
では、「自治革命（municipal
(20)
revolution）」を招来したとまでいわれる1835
年都市法人法を軸に、そうした過程を確認していくことにしたい。
第２章 近代的地方政府の登場
１．1835年都市法人法
ところで、イギリスでは、18世紀後半以降、農業・工業の双方で資本主
義的経営形態が飛躍的に発展し、それに伴って、社会の構造も大きく、そ
して急激に変化していく。特に農村部では、新たな農業技術を導入するた
めに開放耕地の囲い込みが拡がり、そこに住んだ多くの小農たちは、諸々
の共有権を剥奪され、都市へと追いやられていく。こうした事態の進行
は、まずは彼らを焼き討ちや農機具破壊などの非合法な行動へと駆り出す
が、都市における労働者の生活にも破滅的な貧窮が待ち受けていたから、
(18) Ibid.,p.399.
(19) Webb, Sidney and Beatrice, Statutory Authorities for Special Purposes,
Franc Cass and Co.Ltd.,1963,p.236.
(20) Webb,Sidney and Beatrice,The Manor and the Borough, vol. II, Franc
 
Cass and Co.Ltd.,1963,p.693ff.
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ここにおいても、急進主義と連動しながら暴動を繰り返していくことにな
る。これらはいずれも、第一次選挙法改正前夜の動向として指摘されるこ
とが多いが、彼らにしてみれば、既存の支配秩序に関わるすべてが攻撃の
対象と認識されたから、一部の特権的市民に独占された都市法人もまた標
的のひとつとなっていたのである。
実際、第一次選挙法改正直後の総選挙でウィッグが勝利をおさめると、
社会に鬱積した不満や憤りが国会のなかにもちこまれ、都市法人改革がい
よいよ開始されていくことになる。
国会ではまず、先に触れた王立委員会が設置され、法案策定に向けた調
査が行われている。このとき任ぜられた委員の大半は、ブルーム卿（Lord
 
Brougham）の影響もあり、急進主義的な思想をもつ若きソリシタで占め
られ、その精力的な活動には、現状に対する徹底した批判をもとに抜本的
な制度改編をもくろむ姿勢がはっきりと現れていた。秘書官としてこの委
員会を終始リードしたパークス（J. Parks）は、ある演説で次のように述
べ、そうした姿勢の一端を明らかにしている。
?イングランドにおける堕落しきった法人は、政治的腐敗とトーリー
主義の砦（citadels）となっており、公共の基金や公益信託財産をそれ
自身の党派的政治的目的のために管理しているのであります。人民の自
由に敵対的に用いられるすべての誹謗すべき影響力に終止符が打たれ、
地方の党派争いと腐敗が統治構造を惑わすことをやめ、そして国会を閉
鎖的法人の代表者で埋め尽くすのをやめるとき、都市の治安判事と官吏
を選出するという古来の議論の余地のない権利は、すぐさま回復するで
し
(21)
ょう。」
ここでパークスは、「政治的腐敗とトーリー主義の砦」たる既存の都市
法人は、「公共の基金や公益信託財産をそれ自身の党派的政治的目的のた
めに管理している」がゆえに、「終止符」が打たれるべきというのである
(21) The Times,15April,1833.
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が、そうした批判の原点に近代的な住民自治の萌芽ともいえる発想があっ
たことは、ここからもある程度読みとれる。法人のもつ基金や財産はそこ
に住む「人民」のために管理されるべきであり、法人内の治安判事や官吏
についても、彼らが選出する権利をもつべきとするその考えは、パークス
自身が別のところで述べた一文、すなわち「都市法人の基金は住民の財産
である。……法人の構成員およびその執行団体は公衆の受託者（trustee
 
for the public）であり下僕（servant）で
(22)
ある」をあげれば、より明確とな
ろう。メイトランドの「公共的性格をもつ信託」にも通底する「公衆の受
託者」という用語法は、もちろん厳密に説かれた法的議論ではなかった
が、逆にその言葉には、旧来の支配体制、旧来の法人組織と徹底して対峙
しようとする強烈な政治的意思が埋め込められていたからこそ、現実の虚
偽性を告発し、閉鎖的な都市法人を擁護した頑強な法的概念を打ち破る十
分な破壊力をもちえたのではないかと考えるのである。
事実、こうした思想に彩られた報告書が提出され、法案の審議に入って
いくと、「公衆の受託者」たる地位を前提に議論が進んでいく。ウィッグ
の内務大臣ラッセル卿（Lord Russell）は、法案が庶民院に上程されると、
その趣旨を説明し、あるべき都市法人の目的が、「それが存する都市を代
表すること、すなわち、統治集団と負担を負う者との間で維持されるべき
正当な関係を保ち、都市の財産を代表し、都市の一般的感情を共有し、都
市の利益に配慮する
(23)
こと」にこそあるとし、都市法人を「都市を代表す
る」地域団体としていく考えを明らかにしている。これは、「公衆の受託
者」たる性格から必然的に導かれる結論ではあったが、それにしても、ウ
ィッグだけでなく、トーリーまでもが、それを受容していく
(24)
様は、都市法
(22) Webb,The Manor and the Borough, vol. II,(above n.20),p.704,n.1.
(23) Hansard’s Parliamentary Debates,3rd Series,vol.XXVIII,544,(1835.6.5).
(24) ラッセルの趣旨説明に対し、野党席から発言したトーリーの指導者ピール（R.
Peel）は、次のように述べ、都市法人に関する認識の転換をはっきりと受け入れて
いる。「国会は、現在通過させようとしている法律により、今後、これらの法人の
収入が、……公共目的に充てられ、都市の公共利益と結びつけられるべきことを要
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人を地域から切り離された私的団体とみた従来の理解からすれば、なるほ
ど「革命」という名に値する大転換であったといえる。
では、そうした方向において改革を結実させた1835年都市法人法（以
下、1835年法）は、いかなる都市法人像を提示したのか。この法律の特徴
を整理しながら、そのなかで、大まかな姿を素描しておくことにする。
第一に、この法律では、都市法人を法的に根拠づけてきた勅許状や判例
法、慣習等を、本法の諸規定と矛盾するかぎり、そのすべてを無効とし、
法準則の一元化を図っている。これまでの都市法人は、国王の勅許状に基
づいて設立されると、コモン・ロー上の法人格が認められ、独自の判断で
内部構成や活動内容を確定することができた。その結果、全体としてみれ
ば不均等で複雑多様な状況が拡がるのであるが、この改革では、都市法人
のそうしたあり方を一掃し、全国に画一化された制度を構築しようとす
る。そのために、この規定は、法人格の創設主体を国王から国会に移し、
都市法人を国会制定法上の制度と位置づけなおすことで、内部構成にせよ
活動内容にせよ、制定法上の規定に基づくものとしたのである。
ちなみに、こうした都市法人に対する対応の変化は、「国会主権」原理
のもとで、国会が刷新され、立法活動を活発化し、社会のなかに積極的に
介入していく19世紀中葉以降の全般的動きと重なっている。「主権者の命
令たる法」がなにものにも優位する近代的な法実証主義（legal positiv-
ism）が台頭するその流れにあって、都市法人もまた、主権者たる国会の
創造物としてその意思に服すると把握されたといえよう。
第二に、今述べた特徴の帰結として、この法律では、都市法人を「都市
を代表する」地域団体として再編するために、内部構成を詳細に定め、そ
求する理由をもつようになると、私には考えられます。私がもしこの問題を狭量な
党派的視点からながめることのない法人構成員であるならば、法人基金が公共目的
に充当されるのをみるとき、それが公然と行われる饗宴やその他単なる選挙運動や
党派的利益といった目的に充当されるのをみるよりも、はるかに大きな利益、より
強力で直接的で個人的な金銭的利益を感じるに違いないことを申し述べておかねば
なりません。」（Ibid.,560）
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れをすべて都市法人に均一に適用している点をあげることができる。ま
ず、法人の構成員については、限定された範囲の自由民にかえて、居住と
納税のみを要件とする不特定の市民（burgess）とされている。彼らには
一切の財産基準が課されないかわりに、自由民に認められた排他的営業権
のごとき特権も廃止されている。そして、こうした市民の「受託者」とな
る参事会は、市長、長老参事会員、参事会員から構成される。バラごとに
定数が定められた参事会員は、市民の定期的な直接選挙により選ばれ、市
長と長老参事会員は、そうした参事会員の互選により選出される。今日ま
で続く地方政府の内部構成は、ここに始まったといえよう。なお、閉鎖的
であることが強く批判された参事会については、議事録の公開を含む議事
手続きが詳細に規定され、活動のあり方においても、ラッセル卿が述べた
「統治集団と負担を負う者との間で維持されるべき正当な関係」を実現す
る対応がみられる。
では、こうした参事会を中心とする都市法人は、どのような性格をもつ
ものとして設定されているだろうか。そのひとつが、地方社会における
「統治団体」としての都市法人である。もとより、ここにいたって初めて
現れた性格であり、それを具体的に示したことが、本法の第三の特徴とい
える。その点で、まず注目されるのが、条例制定に関わる規定である。
先述のとおり、従来から、都市法人には、“法人の良き統治のために
（for the better government of the corporation）”条例を独自の判断で制定す
る権能がコモン・ロー上認められてきた。その際、都市法人は限定された
構成員から成る私的または共同的な団体と理解されたから、条例といって
も、外部からの介入を排除する内部的な準則という性格をもっていた。本
法においても条例制定権がおかれているが、構成員が不特定の市民に開放
されたことで、そこでの条例は、地域社会全体を対象に、秩序維持を内容
とする傾向が強くなっている。
この権限につき、本法では、「バラの参事会は、バラの良き支配と統治
を行い、当該バラに効力を有する国会制定法に基づく略式の様式で処罰が
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できないすべてのニューサンスを防止し抑制するために、自ら必要と考え
る条例を策定し、それらの犯罪を防止し抑制するために必要と考える罰金
を条例により定めることを、合法的になすものとする」（第90条）と規定
している。すぐさま目を引くのが、条例の目的が「国会制定法に基づく略
式の様式で処罰ができないすべてのニューサンス」の防止におかれている
点である。いうまでもなく、治安の維持はもっぱら治安判事が管轄する問
題と考えられてきたが、ここでは、「国会制定法に基づく略式の様式」に
よるそうした正式の司法手続きでは処罰しえない行為、換言すれば、刑事
法上の犯罪類型には含まれないが、社会生活を妨害すると判断される不当
な行為を、事前に「防止し抑制する」ために条例を制定するというのであ
る。そして、この規定からは、司法的手法とは相対的に区別される「行
政」的手法を用いつつも、かつての治安判事と同じく、実質的な法判断権
を行使する都市法人の活動形態が想起され
(25)
よう。
そうであるとすれば、ここに、18世紀の「司法国家制」の強固な枠組み
を壊しつつも、しかしそれと一定の連続性を保ちながら統治権限の一部を
受け継ぐ新しい都市法人像をみいだすことができるのである。それはまさ
に、都市法人が、「財産形態（forms of property）であることをやめ、統治
の手段（instruments of government）にな
(26)
った」瞬間といえるが、そうし
た権限行使が拡がれば、都市法人の活動が、それこそ、治安判事と同じ脈
絡において、司法統制の正式な対象となる可能性も生まれようとしていた
(25) 実際、本法では、参事会が公安委員会（watch committee）を設置する旨の
規定をおいている（第76～81条）。この委員会は、昼夜における平和の維持、強盗
その他の重罪の防止、平和を害する犯罪者の逮捕を目的に、有給の治安官（con-
stable）を任命する。彼らの任務は、公共の平和を乱しまたは重罪着手の意思があ
ると判断される無職の風紀紊乱者を逮捕し治安判事に送致することとされ、軽罪の
場合には自らの判断で保釈することもできた。
(26) Jennings, I. W., “Central Control”, in Laski, Jennings, Robson eds., A
 
Century of Municipal Progress, George Allen & Unwin Ltd.,1935(reprint in
1976),p.430.
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ことに留意しておきたい。
他方、この法律には、都市法人がもつもうひとつの側面も示されてい
る。本法の第四の特徴として、「財産管理団体」としての都市法人が、そ
の性格を大きく変えながら、新しい枠組みのなかに組み込まれた点をあげ
ておく。それは、自治的な財政権を定めた第92条に端的に表れている。少
し詳しく紹介しておこう。
本条ではまず、都市法人が保有する財産から得られる賃貸料や利子、配
当金、売却益、罰金等あらゆる収入を、バラ基金（borough fund）に一元
的に充当するとした上で、支出については、債務の償還、法人官吏等の給
与、各種選挙費用、バラの監獄を含む法人所有の建物の維持費等の特定の
費目に限定することを明示している。かつてであれば、介入の対象になど
ならなかった都市法人の財政に、国会の統制が厳しく及んでいることがわ
かる。
ところが、この条項には、こうした枠組みを前提にした上で、参事会に
一定の裁量を付与することが定められている。ひとつは、「バラ基金が上
記の目的を遂行する上で十分であるとき、その余剰金については、参事会
の裁量に基づき、住民の公共の便益やバラの改善（the public benefit of the
 
inhabitants and improvement of the borough）に充てるものとする」という
規定であり、もうひとつは、逆にバラ基金に不足が生じた場合、参事会は
それを補うために、「当該バラ内で課されるカウンティ・レイトと同様の
性格を有するバラ・レイトを命令する権限が与えられ、適宜行使すること
ができる」とするものである。前者は、「余剰金」の使途を「参事会の裁
量」に委ねるもので、後者は、参事会に課税権を与え、自らの判断で財源
確保を可能にするものといえる。
裁量が付与されたという事実だけを取り上げれば、財産管理を行う都市
法人には、かつての法的性格がそのまま残されたようにもみえるが、本法
では、裁量行使の目的を明確に限定することで、自然人とのアナロジーで
捉えられるその性格を断ち切っている。バラ基金の余剰金は、「住民の公
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共の便益やバラの改善」に充てられなければならないし、レイトについて
も、それが基金に充当されることをふまえれば、同様の目的をもって徴収
されることが予定されていたと理解できる。そうした限定は、「都市法人
の基金は住民の財産」であり法人組織は「公衆の受託者」であるとしたパ
ークスの都市法人像と見事に合致するものであり、それゆえ、この改革の
集約点をあげようとすれば、まずはここにこそ見いだされるべきと考えら
れるので
(27)
ある。
さて、以上が1835年法の大まかな特徴であり、新しく登場した都市法人
像である。勅許状に基づく都市法人を廃し、制定法上の都市法人としたこ
とで、かつての私的または共同的な団体は、住民自治的性格を色濃くもつ
近代的地方政府へと変貌と遂げていくことになった。ただ、こうした姿は
政治的な脈絡のなかで浮かび上がってきたものであったから、新たに構築
される住民との関係を法的な観点からどのように捉えたかをみるために
は、その後の動きを検証していく必要がある。項をあらため、さらに議論
していくことにしよう。
２．住民自治的性格の法的認知
1835年都市法人法が制定されると、それをふまえて都市法人の実態にす
(27) メイトランドは、1835年法を評して、次のごとく述べている。「1835年、国会
が都市法人を手中に収めたとき、国会は、都市法人に対し、その収入は『住民の公
共の便益』に供するために支出されるべきことを説くのである。すなわち、〔都市
法人が実現すべきは〕共同の便益（common benefit）ではなく、公共の便益
（public benefit）であると」（Maitland,F.W.,Township and Borough,Cambrid-
ge University Press, 1892, p. 32）。ここからは、伝統的な「共同性」が近代的な
「公共性」へと転換していくなかで、本法が媒介となり、地方政府がその移行の推
進主体となる構図が見いだされる。ただ、彼は、このあとにすぐに続けて、中世社
会にみられる「共同」の世界には、閉鎖的な都市法人のごとき排他的な側面だけが
存在したのではなく、住民相互を結び付ける絆も一定の制度として定着していたこ
とを強調しており、その点では、「共同性」から「公共性」への変容が連続的に進
んだことを示唆しているようにも思われる。
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ぐさま介入していくのが、大法官裁判所（Court of Chancery）であった。
そこでは、今述べた第92条を根拠に、公衆を受託者とする公益信託
（charitable trust）が設定されたと捉え、それをとおして旧態を残す財産管
理のあり方を問題としていくので
(28)
ある。
もっとも初期に現れた代表的事例が、1837年法務総裁対アスピナル
(29)
事件
である。この事件では、1835年法成立後でありながら未だ新参事会選出の
ための選挙が行われていない時期に、リヴァプールの旧参事会が、これま
でどおり、バラ内にある教会に対し聖職録を付与する目的で法人基金を充
当しようとしたことにつき、その当否が争われた。このなかで、大法官職
に就いたばかりのコテナム卿（Lord Cottenham）は、本件が信託に関わる
ものであり、したがって、法務総裁が提出する旧参事会の行為の差止め命
令（injunction）を求める訴状に基づき、この裁判所が審理を開始してい
くことが妥当であるとした上で、第92条により公益信託が設定されたとす
る解釈を、次のごとく述べている。
?私の意見によれば、第92条は、他の諸規定、とりわけ〔旧参事会が
締結した財産売却契約等に対し新参事会が異議を唱えることを合法とし
た〕第97条を援用して解釈する必要はないが、それらを全体として理解
すれば、本法により、公衆に対する明確な信託が設定されたこと、それ
ゆえ、本法通過段階において法人に属すすべての財産に対し、法的意味
において、公益目的（charitable purpose）が設定されたことにつき疑う
余地はないのである。そして、新参事会や収入役の選挙までの間、法人
財産を旧来から受け継ぐ旧参事会は、この目的をもつ受託者の立場にあ
るかのごとく、本法により明示的に課された制限や、そうした財産が帰
(28) 例えば、以下のごとき事例がある。Attorney-General v. Aspinall［1837］2
My.& Cr.613;Attorney-General v. Poole Corporation［1838］4My.& Cr.17;
Attorney-General v. Wilson［1840］Cr.& Ph.1;Attorney-General v.Compton
［1840］1Y& CCC417;Attorney-General v.Corporation of Lichfield［1848］11
Beav.120.
(29) Attorney-General v. Aspinall,(above n.28).
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属する者が負うべき一般的な責務や義務に服すことは、明らかなので
(30)
ある。」
あらためて説明するまでもなく、ここでは、バラ基金の余剰金を「住民
の公共の便益やバラの改善」に充てるとした規定によりエクイティ上の公
益信託が設定されたと解釈し、そこに示された余剰金に関わる特定の運用
方法を信託上の信認義務（fiduciary duties）として法人組織に課していこ
うとするのである。中世に起源をもつこの義務は、この場合、受益者たる
公衆の利益を忠実かつ誠実に確保することを内容としており、第92条の趣
旨からみて違和感なく理解できるが、このような対応がとられたこと自体
の意義はけっして小さくはない。
上述したように、1835年法は、既存の支配秩序の揺らぎを背景に、急進
主義的な思想を土台にして作り上げられた感が強い。その点をふまえれ
ば、ここでの解釈は、「公衆の受託者」のごとき観念を、制定法上の規定
を媒介に、通常の法的観念に置き換えることで、そこに付着した政治的色
彩を払い落とし、あらためて裁判所により強制可能なものにしたと捉えら
れるのである。改革の過程をとおして都市法人が具備していく住民自治的
性格は、ここではじめて法的に認知され、現実を測る客観的な基準として
定着し始めたといえよう。
さらに、大法官裁判所による介入の意義は、コモン・ローとの関係にお
いても確認できる。勅許状上の法人は原則として制定法上の法人に代置さ
れたが、コモン・ローにおいては、ブラックストーンが説明するがごとき
法人理解が依然として支配的であった。しかし、そうした状況において
も、この裁判所は、信託理論をとおして、行為そのものに「良心」の存否
を問うエクイティならではの介入手法を用いることができたから、都市法
人の活動を内側から規制することができたと考えられるのである。実際、
この事例でも、旧参事会が従来から行ってきたバラ基金の充当を、新参事
(30) Ibid.,at 622-623.
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会が発足する前でありながら、将来的な運用に悪影響を及ぼすとして信託
違反（breach of trust）と判断し、これまで不可侵とされた領域に入り込
むことに成功している。もっとも、そうなれば、今度はコモン・ローにお
ける法人擬制説の見直しが必要となるはずであるが、その点は19世紀も後
半になって現れる問題であるため、ここでは一応の指摘にとどめておく。
ところで、ここではバラ基金の余剰金の運用が問題となったが、大法官
裁判所は、レイトについても同じ態度で介入している。例えば、1838年法
務総裁対プール法人
(31)
事件では、1835年法において市長等の官職保有者のタ
ウン・クラークとの兼職が禁止されたことで当該官職を辞任した者に対
し、新たなレイトを徴収することで補償を支払うこととした問題に対し、
コテナム卿が、エクイティ上の原則が適用されるべきと
(32)
して、信託違反を
言い渡している。この時点での支出は限られたものであり、レイトの比重
もごくわずかなものであったが、参事会の活動が活発化していくにつれ、
バラ基金におけるレイトへの依存度も高くなっていく。その意味で、ここ
に展開し始めた裁判所の統制は、この段階でこそ、過去から引き継いだ法
人財産がもたらすバラ基金の管理に向けられていたが、その後、レイトに
よって確保されるバラ基金の管理へと、その対象を少しずつ移していった
と考えられる。
同じ脈絡において、受益者たる公衆の捉え方も微妙に変化していく可能
性を秘めていた。先にあげた法務総裁対アスピナル事件では、住民が受益
(31) Attorney-General v. Poole Corporation,(above n.28).
(32) コテナム卿は、レイトに対する大法官裁判所の管轄権につき、次のように述べ
ている。「……本訴状において阻止することが求められている支払いは、バラ基金
からのものであるが、その基金はレイトという手段によって創設されたものであ
る。本裁判所がバラ基金から発生する信託違反を一般的に阻止しまたは正す管轄権
を有しているとすれば、レイトによって調達されたと思われる基金の一部について
も、同様の管轄権を有していなければならない。そして、このことは、本裁判所が
レイトそれ自体に対する統制権を有しているか否かという問題とはまったく別のこ
とがらである。」（Ibid.,at 22.）
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者となる理由を次のように述べ、レイトの納付が条件となりうることを示
している。
?収入のすべては、まずは法人債務の支払に充てられ、その後に他の
目的、そのすべてが公的性格をもつ目的に充てられなければならない。
そして、そこでは、住民全体が、その目的の実施により生み出される便
益に参与する資格をもつからだけではなく、〔基金の〕不足分について
はレイトによって彼らから調達されるがゆえに、直接的な利益をもつの
で
(33)
ある。」
むろん、この時期には、上述のとおり、レイトの意義は低かったから、
こうした認識が示されたとしても、それが、受益者たる住民において、レ
イト納付者と非納付者を区別する議論に発展していくことはなかっ
(34)
たが、
時代が下るにつれレイトの負担が重くなると、それを背景に、受益者の範
囲もひとつの問題として浮上してくることになる。この点については、後
にみていく。
ともあれ、このように未成熟な部分はいくつか残されていたが、都市法
人は、法的にみても、「公衆の受託者」たる方向へと着実に歩を進めつつ
あったことは確認できよう。ここに至り、近代的地方政府にとって基本と
なる制度枠組みが正式に現出したといえる。
それでも、1835年都市法人法は、適用の範囲、付与された権限等様々な
面で相当に限定されたものであったことはたしかである。そのため、地方
自治に関わる改革は、このあと、生活に関わる逼迫した矛盾に対応するた
(33) Attorney-General v. Aspinall,(above n.28)at 620.
(34) 実際、1840年法務総裁対コンプトン事件では、次のように、受益者が公衆一般
であることが強調されている。「基金に対する権利は、単一の個人または複数の個
人に対して付与されているわけではない。基金に対して便益を受ける権利は、その
ディストリクトの公衆一般（the public generally）におかれているのであり、そ
れ〔＝基金〕は、そのディストリクトの公的職員により、そうした便益を確保する
ために特定の様式で充当されるのである。」（Attorney-General  v. Compton,
(above n.28)at 427.）
早法85巻３号（2010）138
め、この法律とは別に、多様な権限をもつ組織を個別領域ごとに置いてい
ったが、相互の関連性が薄く場当たり的な対処の方法であったため、地方
社会はかえって混乱に陥っていく。そうした改革の動きが、最終的に1835
年法の制度枠組みと結びつくことで、確固とした形をもつ近代的地方自治
制度が全国的に確立するのは、世紀転換期にさしかかる頃とい
(35)
える。中央
には、地方の諸活動を包括的に監督する単一の当局として地方統治庁
（Local Government Board）が設置され、地方においても、カウンティ、
ディストリクト、教区のそれぞれに、都市法人をモデルとした単一の地方
政府が置かれ、整理統合された権限を効率的に行使していくようになるの
である。
そうであるとすれば、ここでの関心も、本格的に稼働し始めたこの地方
政府の法的性格がどのようなものとして認識されたかに、あらためて向け
られる必要がある。1835年法により導かれた都市法人が、実際に様々な活
動を展開していくなかで、いかに捉えられていくのか、それが次章での課
題となる。
第３章 近代的地方政府の法的性格
１．「統治団体」としての地方政府
ところで、1835年法において、都市法人が「都市を代表する」地域団体
として具備する性格は、先述のとおり、地域社会の秩序維持を志向する
「統治団体」と、その財産を公共目的に充当し住民サービスを提供する
「財産管理団体」という二つの側面に整理されるものであった。そうした
捉え方は、19世紀後半に現れる公文書をみ
(36)
ても、その後の地方政府に概ね
(35) さしあたりの到達点は、1888年地方政府法（Local Government Act 1888(51
& 52Vic.,c.41））および94年同法（56& 57Vic.,c.73）であり、1899年ロンドン
政府法（London Government Act (62& 63Vic.,c.14)）ということになる。
(36) 例えば、近代的地方自治制度確立の直接的な契機となる1875年公衆保健法が制
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妥当すると考えられる。そこで以下では、さしあたりこれら二側面から、
地方政府の法的性格を概観していくことにしたい。
まず、「統治団体」としての地方政府についてである。
この側面をもつ地方政府が現れたのは、産業革命後のとりわけ都市にお
いて、生活をとりまく環境が急速に悪化したことに起因する。溶鉱炉から
大量に排出される煙、染料工場から垂れ流される汚水、ゴミ捨て場と化し
た袋地、汚水溜の水が流れ込む井戸、これらは急激に発展した経済の裏側
で垣間見られた日常のひとこまであった。かつての社会であれば、こうし
た事態には治安判事や改良委員会が対処したが、この頃直面する矛盾の大
きさを考えれば、あまりに非力であった。したがって、19世紀も中葉以降
になると、新たに登場した地方政府が、それらの権限、とりわけ個人に義
務を課す規制的な統治権限を吸収しながら、積極的に対応していくのであ
る。
実際、地方政府には、国会制定法をとおして様々な権限が付与されてい
る。そこには、不衛生な家屋に立ち入り、問題があれば修繕を強制し、人
間の居住に不適切であると判断されれば閉鎖または撤去を命令する権限の
ように、治安判事の決定がなければ行使できないものもあったが、各家屋
の所有者に対し、便所や排水設備の設置や有害なゴミ置き場の清浄を強制
し、それにしたがわない場合には代執行を行う権限のように、地方政府の
独自の判断で運用できるものも数多く含まれていた。さらに、前章で触れ
た規制的内容をもつ条例、例えば、家屋の所有者に対し、隣接する舗道の
清掃や家庭廃棄物の除去、家屋内の便所や汚水溜の浄化を義務づける条例
や、簡易宿泊所の管理者に対し、宿泊所の浄化や換気を義務づけ、感染病
定される際、全国調査を行った王立委員会は、「一般に、地方統治（local govern-
ment）の主題は、二つの主要な類型、すなわち、警察（police）という課題と、
公共の必要物の供給（the supply of public requisites）という課題とに分けること
ができる」（Second Report of the Royal Sanitary Commission, 1871, in Irish
 
University Press of Parliamentary Papers,Health General 10,1972,p.20）と報
告しており、本稿での分類法とほぼ一致する見方をとっている。
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発生時の通知や事前予防策を定める条例などを制定する権限も与えられて
おり、こうした動向をふまえれば、地方政府には、伝統的な語義どおり規
制的な法判断権をもつ「自律した統治団体」になる条件がたしかに備わり
つつあったと考えられる。
そして、こうした活動が活発化すれば、地方政府と命令を受けた者の間
で紛争が発生する可能性も高まっていく。そのため、権利を侵害されたと
する者には、中央政府たる地方統治庁に上訴（appeal）を申し立てる権利
が与えられ、地方政府の活動に一定の統制が加えられるようになってい
る。例えば、1875年公衆保健法（Public Health Act 1875(38& 39Vic., c.
55））には、次のような規定がみられる。
?地方当局が自ら負担した費用を略式手続きで回収し又は私的改善費
と宣言する権限を付与されている場合、何人といえどもその決定により
侵害されたと考えるときは、当該決定通知後21日以内に不服理由を付し
た請願書を地方統治庁に提出することができる。そのとき、地方当局に
対しても、請願書の写しを送達するものとする。地方統治庁は、自ら公
正（equitable）と判断するところにしたがい、その案件に対する命令を
下すことができ、その命令はすべての当事者に拘束的で最終的な（bind-
ing and conclusive）ものとする。」（第268条）
ここで対象とされた「費用を略式で回収し又は私的改善費と宣言する」
地方政府の行為は、例えば、不衛生な家屋に対し修繕や撤去等の代執行を
行った場合の費用徴収決定をさしている。申立を受けた地方統治庁は、
「自ら公正と判断するところにしたがい」命令を下すことができ、しかも、
その命令は「拘束的で最終的」とされているわけであるから、この規定を
とおして、地方統治庁には裁判所に近似した統治権限が与えられたとみる
ことができる。
それにもかかわらず、判断基準となる「公正」さには、そこから想起さ
れるエクイティ的正義とは裏腹に、ときどきの政策的要素が入り込むこと
が十分に予想されるため、こうした統制が展開するようになると、「法の
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支配」原理の貫徹という観点から裁判所による介入が開始されていくこと
になる。コモン・ローには、古き時代より、下級の裁判所による管轄権の
違法な行使を抑止するため、大権令状という特別の救済手段がおかれてい
たが、裁判所は、準司法的な機能を果たす「行政」当局を「裁判所」とみ
なすことで、この救済手段を適用し、その活動をあらためて統制しようと
したのである。
1882年女王対地方統治庁
(37)
事件は、そうした動きに先鞭をつけた典型的な
事例といえる。本件は、地方政府が、道路隣接の土地所有者に対し道路の
舗装命令に基づく代執行の費用徴収を行おうとしたところ、当該土地所有
者が、舗装が不必要であることおよび徴収額が不合理であることを理由
に、地方統治庁に対して上訴したため、地方政府が、地方統治庁の聴聞に
対する禁止命令（prohibition）の発給を求めて提訴したという事案であ
る。このとき、裁判所はその発給を認めないとする判断を行っているが、
そのなかでブレット裁判官（Brett, L. J.）が述べた次の言葉は、裁判所の
統制が「行政」当局に及んでいく出発点と位置づけられている。
?今日における禁止命令（prohibition）の権限に関する私の意見は、
裁判所はそれを行使するのに躊躇すべきではなく、立法者が個人に義務
を課す権限を上位裁判所以外の団体に付与した場合、その団体が国会の
付与した権限を越えてその権限を公然と行使しようとすれば、裁判所は
その団体を統制する権限をできるかぎり広く行使すべきであるというも
ので
(38)
ある。」
ここでいう「上位裁判所以外の団体」は、直接的には地方統治庁を意味
しているが、彼自身が同じ文脈のなかで示唆しているとおり、地方政府も
またその射程に含まれており、その結果、この判決以降、地方政府の決定
についても、「裁判所」の「司法的（judicial）」
(39)
行為と判断されれば、禁
(37) R. v. Local Government Board (1882)10QBD 309.
(38) Ibid.,at 321.
(39) 他の機関の決定を実施する「 束的（ministerial）」行為とは区別される独自
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止命令や移送命令（certiorari）等大権令状の発給対象として、その妥当性
が裁判所の判断に委ねられることになったのである。
ただ、こうした旧来の司法統制には、費用がかさみ手続きも煩雑である
というだけでなく、「行政」当局の「司法的」活動に含まれる法判断権を
必要以上に制約しようとする傾向があり、いよいよ動き始めた地方の活動
にとっては大きな阻害要因になる危険性が含まれていた。
そうした動向を象徴する事例として、いささか時代が下るものの、1931
年国王対ロンドン・カウンティ参事会
(40)
事件をあげることができる。ここで
は、ロンドン・カウンティ参事会が、1909年映画上映法（Cinematograph
 
Act 1909(9Edw. 7, c. 30））に基づき、ある事業者に上映許可を与えた上
で、同法の規定にしたがって、運用上の決定を言い渡している。本件は、
この決定が、1780年安息日遵守法（Sunday Observance Act1780(21Geo.3,
c. 49））に違反することを理由に、移送命令の発給が求められた事案であ
る。安息日遵守法は、料金をとって行う娯楽提供を目的に主日（Lord’s
 
Day）に建物を開館することを禁止し、それに違反すれば罰金等の罰則を
課すとしていた。ロンドン・カウンティ参事会は、上映を許可する際、そ
の条件に日曜日の開館禁止を盛り込んではいたが、その後、独自の運用規
則に基づいて当事者に対する聴聞を実施し、チャリティへの寄付を行うな
らば、日曜日、クリスマス、聖金曜日に開館したとしても、参事会として
あえて法的措置をとることはしないとする決定を通知したのである。
ここで問題になるのは、ロンドン・カウンティ参事会の法判断の妥当性
ということになるが、控訴院では３名の裁判官がいずれもその存在自体を
否定する立場から移送命令を発給している。例えば、スクラットン裁判官
（Scrutton,L.J.）は、「私の意見によれば、カウンティ参事会は、この王国
の法的判断を含む「司法的」行為については、例えば、R. v. Woodhouse［1906］2
K.B.501,at 534-5を参照。
(40) R. v. London County Council, ex parte Entertainments Protection Associa-
tion［1931］2K.B.215.
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の他の団体と同じく、いかに重要なものであったとしても、国会が定める
ところにしたがって法を遵守しなければならず、国会自身がその法を変更
するまでは、ロンドン・カウンティ参事会であれ、他の団体であれ、法令
集に掲載された法の履行を免除する権限など持ち合わせてはい
(41)
ない」と述
べている。参事会の決定は法を守らない者を告発しないとしただけであっ
たが、彼はそれを「法の履行を免除する」行為と読み替え、制定法上付与
されたはずの法判断権の存在すら認めようとはしていないのである。
こうした動きをふまえるならば、地方政府は、大権令状の発給対象とさ
れたことで、ひとまず「統治団体」であると認知はされたのであろうが、
その自律性については、本来認められるはずのものであっても、そのまま
受容されることはきわめて困難であったといえる。ジェニングスは、この
時期の裁判所に触れ、「公的当局（public authorities）は、法的権限を取り
違えた国の行政の構成要素としてではなく、リンゴを盗んだいたずら小僧
（naughty boys who have stolen apples）のごとく扱われて
(42)
いる」と痛烈に
批判しているが、「公的当局」を「いたずら小僧」としか認識しえなかっ
たのは、裁判所が「国の行政の構成要素」を捕捉する手段を未だ獲得して
いなかったからにほかならない。伝統に深く根付いた「法の支配」原理
は、大規模な統治構造の地殻変動に際してもなお、その核心部分にある
“通常裁判所の判断の独占”
(43)
体制を墨守する姿勢を崩そうとはせず、それ
(41) Ibid.,at234.さらに、スレッサー裁判官（Slesser,L.J.）も、ロンドン・カウ
ンティ参事会をやや見下すような表現で、参事会の「公的義務」は法の強制であ
り、それを判断する立場にないことを主張している。「私が考えるところ、ロンド
ン・カウンティ参事会のごとき規模の大きい責任ある団体が、どれほどご立派な考
えをお持ちかわからないが、その明白な公的義務（its obvious public duty）が法
を強制することにある場面で、自ら手を出すことをとどめ、何らの〔法的〕措置も
とらないと明言できると考えてしまうほど無分別であることこそ、いくらかの人々
が法の規定を軽々しく扱う傾向にある時代にあって、本件がもたらした不幸な出来
事である。」（Ibid.,at 242.）
(42) Jennings,Local Government in the Modern Constitution,C.Knight,1931,p.
55.
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が結局のところ、この国における公法（public law）の発展を著しく阻害
したものと考えられるのである。
19世紀の改革動向のなかで、地方政府に求められたのは、国会制定法が
付与した数多くの権限を積極的に行使し、自主性・自発性に基づいて自ら
の対応能力を発揮するというものであったが、こうした司法統制はそうし
た動きに逆行し妨害すらする対応とな
(44)
った。そのため、大権令状をとおし
た統制は、結果として徐々に衰微していくことになるのであるが、そうし
た事態の推移が、結果として、地方政府の法的性格を曖昧なまま放置し、
依然として「自律した統治団体（autonomous governing body）」と認識さ
れない状態に留め置いたこ
(45)
とは、あらためて確認しておくべきだろう。
２．「財産管理団体」としての地方政府
次に「財産管理団体」としての地方政府についてみておく。
この側面に関し、1835年都市法人法制定直後に現れた一連の裁判をとお
して、都市法人が公益信託の受託者たる地位にあるとみなされるようにな
ったことは、すでに述べた。しかし、この過程のなかでは、かつての都市
法人を支えたコモン・ロー上の法人理解が直接議論の俎上にのることはな
かった。自然人とのアナロジーで捉えられた法人の活動が法的に規制され
るためには、法人格付与の主体が国王から国会に移ることに伴い、かねて
よりその存在が知られていた「権限 越の法理（doctrine of ultra vires）」
が本格的に運用されるのを待たねばならなかったのである。
とはいえ、19世紀中葉になってこの法理が適用され始めるのは、地方政
(43) Cf.Arthturs,H.W.,“Rethinking Administrative Law:A Slightly Dicey
 
Business”,Osgoode Hall Law Journal,vol.17,1979.
(44) この点につき、再びジェニングスの言葉を引用しておけば、次のようになる。
「裁判所の決定が、あまりに頻繁に、精巧な機械の中核にあって、〔それを打ち壊
す〕スパナとして機能したことは、紛れもない事実なのである。」（Jennings,
Local Government in the Modern Constitution,(above n.42),p.3.）
(45) Ibid.,p.8
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府の活動にではなく、急速にその力を伸ばしつつあった鉄道会社に対して
であった。個別法律をとおして設立された鉄道会社は、各地で路線を延ば
しながら、そこで得た巨額の利益をもとに、当初の目的にはなかった新た
な領域にまで事業を拡大していこうとしたのである。「権限 越の法理」
は、その脈絡において、日々増大していく鉄道会社の影響力を抑制するこ
とに、まずは主眼をおいていたといって
(46)
いい。
たとえば、1875年アシュバリー鉄道運送車両会社対リッチ
(47)
事件では、定
款上鉄道車両等の製造・販売・賃貸等を目的とする会社が、外国における
鉄道敷設の特権を取得し、そこにおかれた現地会社に定期的に出資するこ
とで利益を得ようとした行為に対し、貴族院はこの法理を適用している。
その際、大法官ケアンズ卿（Lord Cairns, L. C.）は、次のごとく述べ、国
会制定法により設立された法人は、当該制定法に規定された目的の範囲に
おかれるべきことを明言するのである。
?さて、諸侯、もしそれ〔＝法人は定款に基づいて法人格が付与され、
(46) 19世紀後半、『権限 越の法理に関する論説（Treatise on the Doctrine of
 
Ultra Vires）』を著したブライス（S. Brice）は、その経緯を次のように説明して
いる。「これらの〔大規模鉄道会社の〕線路を敷設するにあたっては、共同事業者
がいかに大きな基金を所有していようとも、それ以上の基金が必要となったし、さ
らに、国王大権が勅許状により個人または社団（association）に対し付与する権
限をはるかに越える強制権限が必要とされた。その結果、最高の立法者
（Supreme Legislature）に対して申請がなされたのであり、その立法者のサンク
ションにより法人は生み出され、〔それをとおして〕すでに存在する株式会社が利
用するのと類似した方法で必要な資本を調達する権限が与えられ、さらに、土地、
家屋、財産、その他収益可能な事業の遂行に必要な財産権を獲得するにあたり、平
和的な提案が拒否された場合に、強制的な手段を行使する権限が付与されたのであ
る。」そして、こうした法人の法的地位を確定するために、裁判所をとおして「権
限 越の法理」が適用されるようになったというのである。それは、彼にいわせれ
ば、「純粋に司法決定の産物」であり、「裁判所が公序（public policy）と商業的必
要性に基づき『自らの意思で（proprio motu）』作り上げたもの」とされている
（Brice,S.,Treatise on the Doctrine of Ultra Vires, 2nd ed.,Stevens& Hynes,
1877,p.xi,p.xiii）。
(47) Ashbury Railway Carriage and Iron Co.v.Riche(1875)L.R.73,H.L.653.
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それによってのみ存在しうること〕がそうであるならば、それが法人を
設立する条件であるならば、それが法人を設立する目的であるならば、
積極的な側面と消極的な側面の双方をそこに含み込むのが、法人化の様
式（mode of incorporation）となる。それは、積極的には、法が法人に
与える活力や力の境界線、範囲を明示し、消極的には、もしそのように
明示する必要があれば、その境界線を超えて何もなしえないこと、そし
て、そのように特定された目的以外に、いかなる場合であっても、法人
の生命を利用してはならないこと、を明示するので
(48)
ある。」
こうした動きは、「国会主権」原理の伸張を背景に、裁判所が、法人の
枠組み形成に国会の意思を尊重させた帰結ともとれるが、その法理を過度
に厳格適用すれば、自由な営業権を不必要に阻害してしまう。そのため、
裁判所は、1880年法務総裁対グレート・イースタン鉄道会社
(49)
事件にみられ
るように、ある程度柔軟な対応を示している。本件では、鉄道の敷設、運
用等を目的に設置された会社が、所有する鉄道車両を他の会社に貸与して
利益を得ようとしたため、差止め命令の発給が求められたが、大法官セル
ボーン卿（Lord Selborne）は、次のように述べ、ここでの「権限 越の法
理」の適用を否定している。
?私は、諸侯がアシュバリー鉄道運送車両会社対リッチ事件において
決定されたなにがしかのことから遠のくことはないと考えている。……
しかし、私は次の点で［差止め命令の発給を否定した］ジェイムズ控訴
院裁判官（Lord Justice James）に同意する。すなわち、この法理は、合
理的に（reasonably）、そしてけっして不合理にではなく、解釈され適
用されるべきであり、立法府が承認したことがらに付随し（inciden-
tal）、そこから論理的に帰結する（consequential）と公正にみなしうる
ことであれば、それが何であれ、司法解釈により権限 越と判断すべき
ではないということで
(50)
ある。」
(48) Ibid.,at 670.
(49) Attorney-General v. Great Eastern Railway Co.(1880)5App.Cas.473.
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法人の活動は、常に国会制定法に正当な根拠がおかれていなければなら
ないが、その根拠については、明示的なものだけでなく、黙示的なものに
まで拡大して理解され、制定法上の規定を「合理的に」解釈し、そこに
「付随し」、そこから「論理的に帰結する」と理解される場合ならば、有効
と認められるべきとするので
(51)
ある。
そして、このような方向で判例が確定していくに伴い、この法理は、確
立段階にあった地方政府にもその触手を伸ばしていく。ちなみに、ロブソ
ン（W. Robson）は、鉄道会社を対象に発展した法理がそのまま地方政府
に適用されていく事実をみて、「収益を目的とした株式会社の事業と、共
同利益のもとで公共サービスを提供し都市法人法等の法律によって規制さ
れている地方政府当局の間の根本的な違いを理解していたとは思われ
(52)
ない」と批判している。ただ、「根本的な違い」が現れなかったのは、前
項で確認したとおり、この国に依然として公法が形成されていなかったと
ころに原因があるので
(53)
あり、この法理が地方政府に拡がっていく事実は、
裁判所が、地方政府の本質的属性を、「統治団体」というよりは、むしろ
過去からの継承である「財産管理団体」において捉えていたことを示して
いるのではないかと考えるのである。
実際、世紀転換期には地方政府の活動をめぐり大量の裁判例が蓄積され
ているが、その多くで、基金の支出態様等財産管理のあり方がこの法理の
適用是非の問題として議論されて
(54)
いる。一例として、1889年法務総裁対ニ
(50) Ibid.,at 478.
(51) ?合理性」の基準については、さしあたり、Baroness Wenlock v. River Dee
 
Co.(1885)10App.Cas.354を参照。
(52) Robson,W.,The Development of Local Government,George Allen&Unwin
 
Ltd.,1931(revised and enlarge second edition),p.243.
(53) ラフリンは、この点に触れ、「ロブソンの批判の原点にあるのは、われわれが
統治という固有の特徴を法をとおして適切に理解できないことへのある種の不満で
あろう」（Loughlin,Legality and Locality,(above n.7)p.46）と評している。
(54) Cf.Beattie,D.J.,Ultra Vires in its relation to Local Authorities,Solicitors’
Law Stationery Society Ltd.,1936.
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ューカッスル・アポン・タイン法人
(55)
事件を紹介しておく。本件では、勅許
状により設立された都市法人が、当該地域の谷にかかる橋を所有する事業
者との間で、毎年一定額を支払うかわりに、事業者は徒歩通行者から通行
料を徴収しないとする契約を結んだところ、これが「権限 越」にあたり
差止め命令の発給対象となるか否かが問題とされた。裁判所は、コモン・
ローにおいて認められてきた契約を締結する権限は、1835年及び1882年都
市法人法等により剥奪されておらず、したがって、本契約それ自体は違法
無効とはならないと判断し、その上で、しかし制定法上の法人となった以
上、契約履行にあたっては、その規定に基づき、「住民の公共の便益やバ
ラの改善」に資するという参事会の判断を前提に、そのときどきに生み出
されたバラ基金の剰余金により充当されるべきであるとする。そのため、
未だ支払いが行われていないこの段階では、資金調達の方法が「権限
越」と認定することはできないが、今後、契約履行のための資金がバラ基
金から直接拠出されたり、それを目的としたレイトが設定された場合に
は、すぐさま差止め命令の発給対象になると判示するのである。
ここでは、行為主体が、制定法上新たに設立された都市法人ではなく、
かつて勅許状により設立されたそれであったことから、コモン・ロー上の
「人」たる理解が継承されてはいるが、たとえそうした法人であっても、
その活動様式については、「権限 越の法理」をとおして、国会制定法の
枠組みのもとにおかれ、その結果、法人擬制説が展開する可能性はついに
失われることになる。もとより、そのことは、直ちに、法人が、不法行為
責任を負い信託受託者となるだけの実在を備えた団体として認識されたこ
とを意味するわけではないが、鉄道会社がそうであったように、地方政府
の場合もその活動が顕著な動きを示すようになると、そこで問われるべき
責任も次第に大きく
(56)
なり、裁判所の見方も法人実在説の方向へと傾斜して
(55) Attorney-General v. Newcastle-upon-Tyne Corporation (1889)23Q.B.D.
492.
(56) 本稿では扱えないが、地方政府の不法行為責任に関しては、さしあたり、Jen-
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いくので
(57)
ある。
19世紀も終わりに近づくと、「自治事業（municipal
(58)
trading）」という用
語で総括される電気・ガス・水道・公共輸送など多岐にわたる公共サービ
スの提供が積極的に開始されていく。徐々に深刻化する経済危機のなか、
未だ立ち遅れた都市生活の基盤整備を指向するこの動きは、ときに「都市
社会主義（municipal socialism）」ともよばれるとおり、急速に勢いを増す
民主主義の流れと連動しながら、ロンドンをはじめとする大都市部に浸透
していく。そして、「財産管理団体」たる地方政府がとるべき責任のあり
方が、「権限 越の法理」をとおして法的に問い直されるのは、こうした
脈絡のなかにおいてであった。
ひとつの事例として、1921年法務総裁対フルハム法人
(59)
事件を取り上げて
おこう。ここでは、1899年ロンドン政府法等により設立された地方政府
が、1846年浴場及び洗濯所法（Baths and Wash-houses Act 1846(9& 10
Vic., c. 74））等の規定に基づき、住民が利用するための浴場、洗濯所等を
設置したが、その後、法人職員が洗濯作業を支援するようになり、さら
に、住民にかわり洗濯を行うサービスを配達も含めて安価な料金で提供す
る計画がたてられつつあった。本件では、この代行サービスが権限 越に
あたるかどうかが問題となったが、大法官部（Chancery Division）はこれ
を認め、計画が実施されれば差止め命令が発給されると判示している。そ
nings,I.W.,Principles of Local Government Law,4th ed.,University of London
 
Press Ltd.,1960,pp.262-285を参照。
(57) 会社法人を対象に法人擬制説から法人実在説への動向を検討したものとして、
本間輝雄「英法における法人理論」『経済理論』（和歌山大学経済学会）第53号、
1959年、参照。また、この時期、メイトランドが、ギールケの影響を受けながら、
自らの法人実在説を展開したものとして、“Moral Personality and Legal Person-
ality”(1905),in Fisher,H.A.L,ed.,The Collected Papers of Frederic William
 
Maitland,vol. III,Cambridge University Press,1975（「道徳的人格と法的人格」
森泉章監訳『信託と法人』日本評論社、1989年、所収）がある。
(58) Cf.Finer,H.,Municipal Trading,George Allen & Unwin Ltd.,1941.
(59) Attorney-General v. Fulham Corporation［1921］1Ch.440.
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のなかで、サージャント裁判官（Sargant J.）は、法理の厳格適用を避け
る姿勢を示しつつも、このサービスは洗濯施設の提供を目的とする制定法
の趣旨を明らかに逸脱しているとした上で、次のごとく、受益者たる住民
の範囲に目を向けるのである。
?参事会が行っていることが、単にある種の営業（business）を遂行す
るというだけでなく―それが真の論点であるが―、これらの国会制定法
のもとで参事会が行う資格をもつことがらに副次的に付随することも、
そこから論理的に帰結することもない何かであることは、私には明らか
である。……なるほど、それは収益をあげて遂行されているわけではな
いし、そればかりか、結果として大きな実質的損失をもたらす計画に基
づいて進められていることは、私にもわかってはいるが、この主張は重
要な意味をもたない。〔むしろ〕そのように遂行されてきたがゆえに、
計画運用の成果を手にできる機会は、問題の法律により実際に利益の供
与が意図されたとは思われない階級に対して与えられてきたのである。
……それは、たしかに現在の目的からみて実質的な問題ではないが、自
らは考慮すべき財力をもたないにもかかわらず、その背後に、レイト納
付者がもつ無尽蔵の、あるいはほとんど無尽蔵の財布とあてにするもの
をもつ者たちによって運用されるお気楽なやり方（light-hearted way）
だと考えられるひとつの事例なので
(60)
ある。」
ここでは、このサービスが「大きな実質的損害をもたらす」ほどに安価
な料金で提供されるため、「実際に利益の供与が意図されたとは思われな
い階級」に対し優先的に利益が供与され、逆に、本来供与を受けるべきレ
イト納付者の「財布」が苦しめられるというのである。それは、受託者た
る地方政府が誰を受益者としてサービス提供していくべきかという視角か
ら提起された問題であり、もとより、エクイティ上の信認義務に関わる論
点といえる。制定法上の法人たる地方政府には、権限を常に 越しないこ
(60) Ibid.,at 454.
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とが求められるが、すでに法人実在説に傾きつつあった流れのなかでは、
それとは別に、信託受託者として負うべき義務が、レイト納付者に対する
利益供与という形で課されていくのである。
この時期は、地方政府活動に伴う支出が伸び続ける一方で、それを賄う
収入はレイトと事業収入に頼るしかない状況にあり、同時に、大不況のさ
なかでもあったから、受益者をレイト納付者に限定したことで、こうした
議論も相当な政治的緊張をもたらしたものと推測される。その点は、受託
者を公衆とだけ定めていた1835年法制定直後の裁判例からみれば、大きく
異なっているが、それでも、信認義務が、地方政府に対し受益者に対する
利益供与を確保する責任を確定し、結果として、住民自治的な性格を担保
するために一定の役割を果たしたという構図は、かつてとさほどかわって
はいない。そういう意味で、中世以来のこの観念は、制定法に規定される
新たな法人内部にあって、旧来の体質も含め地域固有の特徴を維持してい
くひとつの媒介になったのではないかと考えるのである。
結びにかえて
きわめておおざっぱではあるが、近代的地方自治制度が形成・展開する
道筋を追いながら、そこに現われた地方政の法的性格がいかに捉えられて
きたかを検証してきた。
あらためてその性格を整理しておけば、次のようになる。
長きにわたり限定された構成員の共同利益を実現する私的な「財産管理
団体」であった都市法人は、産業革命を契機とした支配秩序の揺らぎのな
かで、不特定多数の住民に開かれた公共利益を実現する公的な団体へと変
化した。コモン・ロー上の古い法人理解が急進主義的な政治改革により打
ち破られることで登場したこの都市法人は、「都市を代表する」地域団体
へと成長していくが、それを特徴づける法的性格は、大きく三つに分けら
れる。第一に、国会制定法上の都市法人という性格である。法人格付与の
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主体が国王から国会へと移ることで、都市法人たる地方政府は、常に国会
制定法に服す団体となる。そして、そこで付与された権限の行使は、「権
限 越の法理」をとおして統御されることとなった。この法理の適用によ
り、旧来の法人擬制説は徐々に衰微し、それにかわって法人実在説が登場
したことは、大きな転機であったといえる。第二に、信託受託者としての
法人という性格である。法人とは別に発展した信託は、1835年法をきっか
けに、都市法人の活動を内側から規制する論理として用いられるようにな
った。それは、実在と認識される法人に、受益者たる住民に対する受託者
としての責任を負わせ、住民自治的性格の直接的な導因となっていく。第
三に、「統治団体」としての法人という性格である。ここに登場した地方
政府は、深刻化する社会矛盾に対処するため、治安判事が果たした秩序維
持機能の一部をも引き継ぎ、個人の活動を規制する実質的な法判断権を具
備することとなる。ただ、この国独特の公法の未発達な状況下で、その権
限は十分な形で把握されることはなかった。
近代的地方政府は、このような要素が組み合わさって形作られていたの
である。冒頭にも付したとおり、この制度は、比較的最近にいたるまで、
ほぼそのままの形で維持されてきた。こうした生命力の強さは、むろん
様々に検証される必要があるが、おそらく、その一端は、これら多様な法
的論理が複合的に構成されていたことで、比較的容易に柔軟な対応がとり
えたところに起因するのではないかと考えている。
とはいえ、ここにみたものは、あまりに平板なラフ・スケッチにとどま
っている。この国の地方政府を捉える新たな法的視点を見いだすべく、さ
らに多面的な検討をすすめることを後日の課題として、本稿の分析をひと
まずおくことにしたい。
イギリスにおける近代的地方政府の法的構造に関する覚書（岡田) 153
